
T

ドイツ

ー3　　　　　　　　－3　　　　　　－5

1n（GDPI）＝－1．33＋∑αtln（GIPI）十∑βtGCAD＋∑γtln（GULC）
t＝0　　　　　　　　　－、＿t＝－l t已－l

t

R2＝0．8708　D．W．＝1．9613　推計期間：1985．1－1993．1

αt βt γt

α0 β－1 γ－1

0 ．14 3 92 （9 ．19 96） 0 ．2 18 1 1 （4 ．14 5） 0 ．1 7 01 1 （3 ．1 5 1）

α－1 β－2 γ－2

0 ．1 07 9 4 （9 ．19 96） 0 ．1 4 54 0 （4 ．14 5）’ 0 ．2 0 83 6 （10 ．8 5）

α－2 β－3 γ－3

0 ．0 7 19 6 （9 ．19 96） 0 ．0 7 27 0 （．4 ．14扇 0 ．2 1 04 7 （8 ．2 9 7）

α－3 γ－4

0 ．0 35 9 8 （9 ．19 96） 0 ．17 64 5 （5 ．4 5 2）

－γ－5
0 ．10 6 29 （4 ．3 6 1）

∑αt＝0 ．3 5 98 ∑βt＝ 0 ．4 36 2 ∑γt＝ 0 ．8 7 1 7
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（3）購入単価と生活実感

家計調査に基づ き、デ ィスカウン ト店等で扱 ってい ると見 られ る25品 目の平均

購入単価 を見 ると、消費者物価指数以上 に下落 している品 目は22品 目である。家

計の平均購入単価は、品質の低 い商 品へのシフ トに よる分 が含 まれてお り、時系

列的な比較 にはな じまない ものの、生活実感は良 く表 している と見 られ る。

家計調査（平均購入単価）と消費者物価との下落率の比較

（ディスカウント店で扱っていると見られる25品目を対象、93年）

消費者物価指数 よ り大 き く購 輸入ウィスト 、国産 ウィスキー、電子 レンジ、エアーコンディショト

入単価が低下 している品目 （ 、たんす 、食器戸棚、背広服、男 子コー ト、ネ クタイ

5 ％ ポイ ン ト差以上） 、テ レビ、 ビデオテ ープ レコーダー、旅行かばん

消費者物価指 数 よ り購入単価 牛肉、 ビール、電気冷蔵庫、婦人 服、婦人 コ⊥ ト、塁

が低下 して いる品 目 （5 ％ポ 子 ワイ シャツ、男子靴、婦人靴 、 ビデオカメ ラ、バ ン

イ ン ト差未満） ドバ ッグ

消費者物価指数 と反対 に購入

単価が上昇 してい る品 目

、ぶ どう酒、電気掃除機 、電気洗濯 感

（注）1．　　　は、消費者物価指数では価格が上昇している品目。

2．25品目の家計消費支出金額に占める割合は、約5％である。

3．消費者物価指数の品目は、上昇率がもっとも低い同種の品目を対応させた。

（資料）総務庁「家計調査年報」、「消費者物価指数年報」
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（4）輸入シェアと産業の営業余剰比率

1985年度にかけては農産品 ・恕栄 品 ・工業製品の国内市場 における輸入 シェア

が高 まるにつれ、当該産業の営業余剰比率は低下 し、その後 は好況期 を含め低水

準で推移。

営

業

余

剰

比

率

21．00算

19．00％

17．00％

15．00鴛

13．00％

11．00％

9．00麗

7．00％

5．00％

5．00％　　　　　　5．5硝　　　　　　6．80％ 6．50％　　　　　　7．00＃　　　　　　7．5哨　　　　　　3．00％　　　　　　8．50％

商品輸入比率

（注1）営業余剰比率＝営業余剰／国内生産額

（注2）為替レートは年度平均
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（5）競争と生産性

競争 の程 度 を定量 的 に見 るこ とは容 易で はないが 、競 争が 行 われて いれば、 生産

性 の上昇 は、財価格 の低 下 につ なが るはずで あ る。生産 性 （T F P ） と財 価格 との

逆相 関が高 い産業 は、 競争 が十 分行 われ てい る産業 と仮 定 す る と、 この ような産

業 は総 じて、 生産性 が 国 際的 にみ て高 い産業 と一致 す る。

生産性上昇率格差と価格上昇率格差との相関（産業別時系列分析）

△Pj　△Pt

‾‾す＝COnぬnt＋αPj ＊（守一笥
T：TFP P：付加価値デフレータ　j：個別産業　t：全産業

（推計期間1971年～1991年、暦年、（）内はt値）

T F P 上 昇 率 格 差 R －S Q U A R E D ．W ．

製 造 業 －0 ．1 3 7

（－2 ．0 7 0）

0 ．1 4 2 ．23

③ 食 料 品 －0 ．4 12

（－2 ．2 1 3）

0 ．1 6 1 二34

④ 繊 維 －0 ．5 9 4

（－7 ．1 42）

0 ．7 1 2 ．14

⑤ パ ル プ ・紙 －1 ．0 3 7

（－2 ．7 99）

0 ．2 5 2 ．13

⑥ 化 学 －0 ．66 2

（－7 ．86 2）

0 ．75 2 ．13

⑦ 石 坤 石 炭 －0 ．15 3 ＿一

仁0 ．34 2）

－0 ．05 1 ．9 7

⑧ 窯 業 土 石 －0 ．0 5 0

（－0 ．3 3 5）

－0 ．0 5 ・ 2 ．0 8

⑨ 一 次 金 属 －0 ．0 2 7

（－0 ．19 1）

－0 ．0 5 2 ．2 4

⑲ 金 属 製 品 －0 ．5 5 4

（－2 ．8 7 6）

0 ．2 7 2 ．06

⑪ 一 般機 械 －0 ．1 7 9

（－1 ．7 58）

0 ．’0－9 1 ．5 3
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R

T F P 上昇 率格 差 R －S Q U A R E D ．W ．

⑲ 電気 機械 －0 ．579，、

（－10 ．45）、’一・・一

0 ．84 1 ．94

⑬輸 送機械 －0 ．79 0

仁6 ．459）

0 ．67 1 ．31

⑲精 密機 械 －0 ．542

仁14 ．03）

0 ．9 1 2 ．08

⑮ その他製 造業 －0 ．48 0

（－2 ．09 6）

0 ．14 1 ．39

① 農林 水産業 －0 ．09 1

（－2 ．799 ）

－0 ．04 2 ．14

②鉱 業 ・ －0 ．51 8

（－2 ．539）

0 ．21 1 ．25

⑲建 設業 －0 ．02 6

（－0 ．118 9）

－0 ．05 0 ．88

由 電気 ガ ス水 道 0 ．087

（0 ．20 7）

－0 ．05 1 ．80

⑳ 卸 ・小 売 －0 ．20 3

仁1 ．53 1）

0 ．06 2 ．04

⑲金 融保 険 －0 ．71 1

（－4 ．912′）

0 ．54 1 ．63

⑳ 不動産 0 ．028

（0 ．114）

－0 ：05 0 ．88

㊧ 運輸 通信 －0 ．68 7

（－3 ．232）

0 ．32 1 ．54

⑳ サ ー ビス －0 ．312

仁2 ．062）

0 ．14 2 ．08

⑳ 政府 －0 ．15 0

仁0‘．67 3）

－0 ．03 0 ．82

⑳ 民 間非営利 ． 0 ．04 7

（0 ．19 0）

－0 ．05 1 ．24

（注）R－SQUAREは、自由度調整済

（資料出所）経済企画庁『国民経済計算』等

注）R－SQUAREが0．5以上のものを相関ありとして★をつけた。
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（8）購買力平価と為替レート

日本 は購買力平価 （P P P ）と為替 レー トの希敵が拡大 している。 これは一つには、

日本の輸出産業以外の産業の‾生産性 が低 く、 これが物価 を押 し上げているため と

考えられる。

PPPと現実の為替レートの希離

0．6

、、ノ
一・二、、、、‥／ノ／！　＼′・．＼　　　　　／了‾

ヒ1詑「19

臣　　　＼

∴‥－．‾‾‾‾‾Jm

一一一一一一　戸川

一・・　　　cm

－・－・∴・・・軋X．

（注）GDPデフレーターを用いたPPPと現実の為替レートとの希離率o U・S・＝1とお

いてある。

（出所）OECDNationalAccounts、IMFIFS

PPPと現実の為替レートの承離の説明として考えられる要因

①内外の金利差や原油価格が為替レートに影響

②経常収支黒字の累積が原因（ここ2－3年の黒字は大きすぎるとしても、今後も

黒字は累積するから、長期にわたって帝経が続く。）

③円高進行過程では、国内の物価下落にはラグが存在

④日本の輸出産業以外の産業の生産性が低く、これが物価を押し上げている

（論点）

①について、80年代前半のドルの過大評価は、米国の高金利が原因だが、この要因

で足下の希離は十分説明できない。

②④について、②の理由が一般的には注目されているが、④を理由とする構造的要

因は大きいのでrはないか。
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（7）規制の存在と国内要素所得比率

産業内での規制のウェイ トと国内要素所得比率 （注 1 ） との間には相関関係が

見 られ る。 また、近年、規制緩和が進んだ産業 においては国内要素所得比率の低

下傾向が見 られ る。

100．0繋

90．0寛

政80．0％
府

鯛
制70、0％

分

雲60．01
胃

妄50・Ol
毒

内40．0箕
で
の

ウ　30．0％
ェ

イ

ト　28．腰

；コ ・、 r．

．　 ＿　 ．＿一．′一■．一事

．→ ＿　 ＿ 建 設

電 ・r

ヽ ′　 ▼▼

水

　J　 l ▲

▲
金 融 ・保 険

■■・・・・－ ・ナ■
－ ．孤 1呂

．　Tt

● 19 8 0 年 度

▲ 19 3 5 年 度

■ 1 9 90 年 度 ■ ▲ そ の 他 サービ ス

▲■■
ヽ＿舞

の 他 製 造

化 学 ‘●
▲一・一一●●

一 次 金 属 ＿

．　＿．▼．．●＿

■ト‾‾‾ 1 ■ 畿

0．0％　　　　　10．惰　　　　　20．0％　　　　　30．鴫　　　　　40．01　　　　　50．鴫　　　　　60．硝　　　　　70．0繋

国内要素所得比率

（注1）国内要素所得比率＝（営業余剰＋人件費）／産出額

（注2）規制比率は「公正取引」1989年12月号「政府規制分野のウェイト」（斎藤・北

川）によった。（規制分野は1989年3月31日時点の法律に基づいている。）

政府規制分野とは「法律により、当該分野の事業活動に開し、免許、許可等の

参入規制や料金等の認可、届出等の価格規制あるいは設備・数量規制等が行わ

れているもの」を指す。
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t．一

〔4〕ノ、ヾランスシート調整の進展

（1）企業のバランスシート調整

企業のバブル期に資金を調達 して財テクや設備拡大に充てた。有利子負債の売

上高に対する比率をみると、全体 としては、86年から89年前半にかけて大幅に上

昇 してお り、その後 も引き続 き上昇基調にある。これを企業規模別にみると、大

企業よりも中小企業の方が比率が高まっている。業種別にみると、88年以降、製

造業では非製造業に比べ比較的低い水準で推移 してきたが、近年は、両者 ともに

上昇傾向にある中で、その差が縮 まってきている。

（1985年＝100）　　　　　企業の有利子負債の売上高に対する比率
260

240

220

200

180

150

140

120

100

80

IⅡⅢⅣIⅡⅢⅣIIⅢ・ⅣIⅡⅢⅣIⅡⅢⅣIIⅢⅣI　ⅡⅢⅣIⅡⅢⅣIIⅢⅣIIⅢⅣIⅡⅢⅣ
」1983」」84」」85」」86」」87」」88」．」89」」90」」91」」92」」93」

（備考）1．大蔵省「法人企業統計季報」つこより作成。
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I
室

（参考）

（％）　製造棄
50

45

10

35

30

25

中小企業の使用総資本対負債比率

一 大 企 彙

ノ ．．一°

柵 中 小 企 業

．〆 ！ ．へ 一〆 、 ・・・、
°．．．t h．．

．．・・・．．’一°．・．＿＿．一・・・・．ノ

′．．－．．・・．

一 く ご ・！ 、 ノ ・・・・．‘ °1、．．．▼．．．．．一ノ

・t．．．／ ノー叫 、・・・・・．．．・・・．‘‾

ノ ／ 一 一 一一一■．一′

－ ′r 「ヽ 一一．・‾－．‾　 ‾▼

Ll＿＝l　…　t l　＝lllJ ll　＝ll Hll111…ll＿LIll　＝l　－ll L」lll・l」Ll　＝l　…1日ll Llll　…l　…

1975　1976　1977　1978　1979　1980　1981　1582　1883　1984．．1別は　1餌8　1987　1938　198g l閃O　1991　1992　1993（暦年）

（％）非製造業
55

50

45

40

35

30

一大 企業 ．・・・．・へ ．．・． ．．．．．へ ／ ・ゾ今

山′∴＿L　二ヒ－．＿一【、L＋㌧

一中小企 業

．一・・′． 1　　 ．ノ°°．－、

一一一一一r　　　　　　　　　　　　　　　　　　 l－r　　 、
一へ ．・・．・・・・．一 ．．・・・へ

・ヽ’’．・‘

t．4

ノ へ へ ＿＿！ 〝．．叫 一・・一㌧ ・・・・・・・・・・
4．－．．一．．．．°－．．．．．．

°．▼°．．′

l L」LJ L＿l＿l＿l l l t l ll l ll l lll＿」＿⊥＿I Ll l J L⊥Ll l l l l l t lll＿LI＿＿＿l t＿し＿し」　しLll l I ll t l ll1111l l＿＿＿Ll t lll Ll t l

1975　1975　1977　1378　1979　1980　1981　1932　1983　1984　1985　1986　1987　1988　1別柑　1990　1991　1932　1993（暦年）

（備考）1．使用総資本対負債比率＝（短期・長期借入金十社債）／使用総資本

2．使用総資本＝流動負債＋固定負債＋自己資本

3．大企業とは資本金1億円以上の法人企業、中小企業とは資本金1億円未満

の法人企業。

4．大蔵省「法人企業統計季報」により作成。
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